
１ はじめに

　NTT 東日本は電気通信の会社です。数十年前は電話
を中心とした通話サービスを主として提供していました。
それが現在では、通信媒体が光ファイバや無線（携帯電
話等）に変わり提供するサービスも様々になり一言で表
現できないように変化してきています。私たちは、発展
し続ける情報通信技術を ICT サービスとして、お客様
の利用シーンに合わせ提供させていただいています。
　今回、NTT 東日本の企業紹介としまして、ICT ソリ
ューションの中でも、交通に関連した「デマンド交通シ
ステム」を紹介したいと思います。
　また一方で、NTT グループは設備事業という側面も
持っています。特に NTT 東西会社は、電柱、ケーブル、
マンホール等の情報通信インフラ設備を日本全国に大量
に保有しています。このインフラ設備の運用・保全のた
め NTT 東日本が導入している効率的な設備点検業務に
ついても合わせて紹介したいと思います。

２ デマンド交通システム

（１）デマンド交通システムとは
　これまで地域の人々の足として広く利用されてきたバ
スなどの公共交通機関が廃止、縮小されていく中で、交
通弱者と呼ばれる高齢者や子供等の移動手段の確保が地
域における大きな課題となっています。その課題を解決
するために、バスとタクシーのメリットを活かし、利用
者が希望する場所から目的地まで、ドア to ドアの移動を
実現する新しい公共交通サービスをサポートするシステ
ムが、デマンド交通システムです。交通弱者に対する生
活交通の確保・充実策として、あるいは生活交通に関す
る財政支出の軽減につながる施策として注目されていま
す（図１）。

（２）デマンド交通のメリット
　従来の交通システムですと、路線バスは利用者の負担
額が少ないというメリットがあるものの、停留所までの
移動が必要、定期運行のため無駄が生じる、というデメ
リットがあります。また、タクシー利用ではドア to ド
アで移動できるメリットがありますが、利用者の負担額
が大きいというデメリットを持っています。
　これらの従来の公共交通が抱えるデメリットを解消し、
双方のメリットを活かした新しい公共交通である「デマ
ンド交通」は、路線やダイヤを予め定めず、利用者のニ
ーズに応じて柔軟に運行する新しい交通サービスです。
乗合い型で利用者を個々の目的地まで安価な料金で送迎
する仕組みが採用されるケースが多く、交通弱者と呼ば
れる方々が繰り返し利用したくなるような利用者に優し
いサービスとなっています。
　また、デマンド交通が、地域に根ざす生活交通として定
着している地域では、公共交通を利用する地域住民の
方々の利便性向上だけでなく、自治体様、交通事業者様方
にとってもメリットを見出すことに成功しています。自
治体様にとっての「公共交通維持に係る財政支出の低減」

図１ デマンド交通システム
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や、運行委託を受けるバス会社
やタクシー会社等の交通事業者
様にとっての「安定的な事業収
入の確保」等が期待でき、住民・
自治体・交通事業者間における
Win − Win − Win の関係を構
築できる仕組みとなっています。
（３）利用イメージとシステム
概要

　利用者は電話で予約センター
に予約を入れ、その予約に基づ
き、オペレータはシステムに予
約情報を登録します。利用者を
どの車両で送迎するか、どのよ
うな順番で送迎するかは、シス
テム側で自動的に決定され、予め決めたタイミングで送
迎車両に搭載している車載機にデータが届きます。ドラ
イバーは、予約センターから送られてくる予約情報に基
づき、住民を順々に送迎するという流れです（図２）。
　NTT 東 日 本 の デ マ ン ド 交 通 シ ス テ ム は、CTI

（Computer Telephony Integration）によるスムーズな
受付や送迎ルートの作成、車両の自動割り当て、車両へ
のリアルタイムな情報伝達等、オペレータ側の豊富な機
能によって効率的な業務推進を支援します。また、ドラ
イバー側では、オペレータから送られてくる予約情報の
リストを車載端末で一覧表示し、利用者の名前や乗降場
所を即座に確認可能です。さらに、カーナビ機能により
利用者の乗降場所までカーナビがサポートするとともに、
表札まで確認できる詳細な地図表示も可能であるため、
目的地まで確実で円滑な送迎が可能となります。このよ
うに、オペレータとドライバーの業務負担を軽減し、ス
ムーズな運行を実現する様々な機能を搭載しているのが、
本システムの大きな特徴です。
（４）導入実績、導入例
　NTT 東日本のデマンド交通システムへの取り組みは、
平成 13 年度から始まり、現在までに全国 64 地域の公共
交通再編のお手伝いをさせて頂いてまいりました。それ
ぞれの地域特性に応じた「デマンド交通」の効果的な導
入に向け、ICT システムのみならず、地域住民の移動
動線等を鑑みた運行計画の策定等からご相談をお受けし
ています。
　市町村合併を期に、公共交通の抜本的な見直しを図っ

た某自治体様においては、幹線となるコミュニティバス
の再編と市全域を面的にカバーするデマンド交通の導入
により、かつては旧市町村毎にバラツキのあった交通体
系の統一化が図れるとともに、定時定路線型のバスだけ
ではカバーしきれない交通空白地域や不便地域の解消を
図ることができました。
　今後、更なる高齢化社会を迎えるにあたり、益々多くの
地域において、「地域の足」である移動手段の確保が急務
となっていくことが想定されます。平成 27 年２月に閣議
決定された交通政策基本計画における交通に関する施策
の基本的方針の施策の一つである「豊かな国民生活に資
する使いやすい交通の実現」の中でも、具体的なデマンド
交通の導入目標数が「2013 年度 311 市町村→ 2020 年度
700 市町村」と設定される等、デマンド交通は今後の公
共交通を考える上で無くてはならない存在になると考え
ています。

３ ICT を活用した設備保全技術

　「１．はじめに」で述べたように、NTT は電柱、ケー
ブル、マンホール等の情報通信インフラ設備を日本全国
に大量に保有しています（図３）。これらのインフラ設
備はおもに所外に設置され苛酷な自然環境に曝されてい
ます。「日々の設備点検業務により設備の劣化、損傷箇
所を早期に発見し、適切な設備補修、更改を直ちに行
う。」ことは、安心・安全な情報通信サービスを提供す
るための重要なミッションです。

図２　Biz ひかりクラウドお出かけデマンド
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　一方で、設備維持コストを低減
するためには設備点検業務の効率
化が求められています。NTT 東
日本では、大量な情報インフラ設
備を DB 化したシステムとタブレ
ット端末を活用した設備点検端末
を導入しています。

（１）設備点検端末とAPの運用
イメージ

　この設備点検端末と AP を活用
した点検業務について紹介します。
図４に運用イメージを示します。
設備状況は図中央にある Optos

（Outsideplantprovisioning and 
Intelligentoperating systems）と
呼ばれる DB に格納されています。
Optos の DB には、例えば電柱であれば、電柱番号、種
別（長さ、電柱製造メーカー名等）、建設年度、位置情報
等の基本情報の他、設備管理状況（点検結果、点検月日、
点検者等）が記録されています。計画、点検実施、進捗
管理のフローに沿って各フェーズ毎に以下に説明します。

ⅰ）点検計画策定

　管理者は Optos より点検リストを進捗管理ツールに
取込み点検予定日を設定します。その後、Optos にアッ
プロードを行います。

図３　NTT の情報通信インフラ設備

図４　設備点検端末と AP の運用イメージ
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ⅱ）点検リスト抽出、点検実施、点検結果アップ

ロード

　点検者は Optos より点検予定日で対象設備を検
索、抽出し点検端末に出力します。点検者は現地で
設備点検を実施し点検端末に点検結果を投入しま
す。このとき点検対象設備、点検者名、点検実施時
間は自動で入力されます。事務所に帰所後、点検
端末から Optos にデータをアップロードします。
ⅲ）進捗管理、実績集計

　管理者は Optos より点検リストを再び進捗管理
ツールに取込み進捗の確認及び集計を実施します。
（２）点検実施者目線からのシステムの改良
　点検業務を効率的に行うため、点検端末の操作
性については様々な検討を行ってきました。これ
までは点検マニュアルを熟読しなければ実施が難
しかった項目について、点検実施者の作業目線か
ら見直し、簡易かつ適正、更にスピーディーに実
施することができるように改良を行いました。
ⅰ）端末への入力メニューの改良（図５）

　これまで点検データ入力は、プルダウン方式が
多く、画面が小さい、入力がやりにくい等の改善
要望があがっていました。これをビジュアル入力

（写真による選択入力）とし入力作業の簡易化お
よび間違い防止による品質向上を図りました。
ⅱ）他点検システムの同一端末搭載（図６）

　設備点検時に点検項目（目的）別にシステムを
必要とする場合があります。例えば、電柱上部の
つり線＊１の腐食を調べるときには、これまで複数
システムを所持し点検業務を行っていましたが、
新しい点検端末では、電柱の点検 AP、つり線の
点検 AP を同一端末上で同時に動かすことができ、点検
業務の効率化を図ることができました。
ⅲ）点検対象設備の拡大

　はじめは電柱点検の効率化の目的で本システムを開発
してきましたが、同じ点検フローで支線＊２、つり線点
検、更には所外光アクセス装置の点検も行えるようにメ
ニューを増やしました。このため一人の点検者で多種類
の点検が行えるようになり設備点検の精度が向上、効率
化を図ることができました。
ⅳ）間接作業の効率化

　設備には設備種別毎に点検周期が決められており、前
回点検年月日を元に点検対象リストを自動作成できるよ

うにしました。そして点検作業の進捗管理や点検実績を
容易に把握できるツールを開発しました。
（３）ICTを活用した設備点検技術の展開
　点検端末は、それまでの課題であった画面操作性の向
上を図ることで点検実施者から支持を得ました。また、
電柱点検に加えてつり線、支線および光アクセス装置ま
で点検端末の活用シーンを拡大し設備点検業務の効率化
推進と不安全設備の早期発見・改修による設備事故の防
止を図っていきます。
（４）地図アプリケーションとの連動
　NTT は、都市部はもちろんルーラルエリアまで、日
本全国にわたって電柱や鉄塔、ケーブル、電話局など、

図６　他点検システムの同一端末搭載

図５　端末への入力メニューの改良
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膨大な数のインフラ設備が設置されて
います。これら設備を維持・管理する
ため、設備データベースと日本全国を
広範囲にカバーする高精度、高鮮度な
電子地図が必要となりました。NTT
のサービスである 116 受付、故障修理、
設備構築、設備保全といった日々の業
務にはこの電子地図の利用が欠かせな
いものとなっています。
　この電子地図は、NTT 空間情報と
いうグループ会社によって作成、メン
テナンスがされています（図７）。こ
の電子地図は NTT での利用だけでな
く、航空写真、衛星画像と組み合わせ
ながら、GEOSPACE というブランド
で自治体様、法人様にも御利用いただ
くことができます。電子地図上にお客
様の保有する各種情報等を重ね合わせ、
防災、ライフラインの維持管理をはじ
め高品質な各種分野のサービスに活か
すことができます（図８）。
　道路も膨大なインフラ設備であり運
用・保全業務に様々な手間がかかって
いるのだろうと想像します。インフラ
設備を保有している事業者の共通認識
に「設備点検の重要性」があります。
この点検業務の強化が設備の劣化、損
傷箇所の早期発見につながり、設備事
故を防ぐことができます。これら NTT
が開発した点検端末、地図アプリケー
ション等の ICT 技術をさまざまなイ
ンフラ設備を保有している事業者にも推奨したいと考え
ています。
＊１　つり線：通信ケーブルの張力を受け持つワイヤ
＊２ 　支　線： 電柱の倒壊や傾斜を防ぐために電柱と地面の間に設置するワイヤ

４ 最後に

　NTT グループ CM のキャッチコピーは「つなぐ。」
です。また、道路も街と街、人と人を「つなぐ」もので
す。道路と通信、ちょっと違うかな ? と思われる事業分
野間で見方を変えながら協力することで、次世代サービ
スへの新たな発見があるのではないでしょうか ?

　NTT 東日本では、地域密着型サービスの実現に向け、
地域の皆様の各種ニーズに合った適切なソリューション
を、コンサルティングから構築、保守・運用までトータ
ルでサポートすることが可能です。今回は、ICT 技術
を活用したソリューションおよび設備保守の両面から
NTT 東日本の企業紹介をさせていただきました。
　NTT 東日本では、今回ご紹介したデマンド交通シス
テムを始め、ICT ソリューションを活用した積極的な
街づくりへの取り組みを通じて、地域社会の発展に貢献
し続けていきたいと考えています。

図 8　GEOSPACE のサービス

図 7　NTT の電子地図（GEOSPACE）
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